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2026年2月9日（月) 

全般円安、持続と日柄・価格調整にらむ 

衆院選後の動向、円安対応、米債、米指標など焦点 

今週の為替相場はドル/円、クロス円での全般的な円安・外貨高に関して、持

続余地と日柄調整による横這い化、価格調整による短期的な円高・外貨安をにら

んだ展開となる。週間予想はドル/円が155.30－ 159.30円、ユーロ/円が

183.00－187.30円。前週末8日の日本の衆院選では与党・自民党が大勝となり、

積極財政の強化によるインフレ上振れ警戒や財政・国債不安等で円安、日本の株

高とリスク選好で円安となる場面があった。今週は衆院選後の動向や日本の当局

による円安抑制対応、米国債金利、米国の経済指標などが焦点になる。 

 
円安のスピード面は当局の対応警戒、基調は円安持続も 
 
今週の為替相場で注目されるのは、日本の衆院選後の動向だ。前週末8日の衆

院選では与党・自民党が大勝となり、高市政権による積極財政の強化や、食品消

費税減税の協議進展の可能性などにより、日本でのインフレ上振れ警戒と財政・

国債不安等が円安材料として注視されている。 

インフレ・物価の上昇は日本の国債や現預金、円の価値を減価させるほか、日

銀による慎重なペースでの利上げによって、実質金利の低下を通じた円安の要因

となる（金利＜物価）。さらに日本株は政治安定化や成長支援策の強化期待など

で、改めて株高期待が後押しされている。リスク選好の流れも、円安の要因とな

りやすい。 

一方で週明け9日のアジア市場では円安進展のあと、一旦の材料消化などで円

高・外貨安に振れる場面も見られている。円安が急激なスピードで進むことに対

しては、日本の当局による口先牽制や、レートチェック、実際の実弾介入などへ

の警戒感が強い。高市早苗首相による3月19日の米国訪問が調整されるなか、3月

にかけては、日本サイドによる「トランプ米大統領などからの円安批判の未然阻

止」に向けた円安スピードの抑制策や、ドル/円の安定化努力も注目されそう

だ。 

円安のスピード問題を除くと、中長期スパンではドル/円、クロス円ともに、

外貨の下値切り上がり基調や、外貨が下がれば買いという押し目買い地合い（円

は戻り売り）持続が焦点になる。 

高市首相は1月31日、衆院選の応援演説で、「いま円安だから悪いって言われ

るけれども、輸出産業にとっては大チャンス。食べ物を売るにも、自動車産業

も、米国の（トランプ政権による追加）関税があったけれども、円安がバッ

ファー（緩衝材）になった。ものすごくこれは助かった」、「外国為替資金特別

会計（外為特会）というのがあるが、これの運用が(円安・ドル高などの外貨高

と為替差益等で)今ホクホク状態だ」と述べた。 

その後に高市首相は繰り返し「報道には誤解がある」、「円安には輸入物価の

上昇で家計や企業の負担が増すといったマイナス面もある」、「円高と円安のど

ちらが良いか悪いかではなく、為替変動にも強い経済構造を作りたいという趣

旨」と釈明している。 
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それでも高市首相の円安メリット言及により、高市政権として積極的に円高方

向へトレンドを転換させたり、ドル/円、クロス円ともに現状レベルから円高・

外貨安の方向に水準を修正させる、といった政策や考えはないことが示唆され

た。同時にトランプ米大統領による円安批判についても、あくまで場当たり的な

口先の不満だけで、高市首相の発言を見る限り、日米間の首脳どうしで「円安・

ドル高方向への是正」合意や協議は存在しない可能性が示唆されている。 

こうした政治的・政策的な円高誘導の意図が希薄となれば、高市政権が国民の

支持を受けた「積極財政」や「食品消費税減税」等の前進により、日本でのイン

フレ上振れ警戒や財政・国債不安などによる円安・外貨高の流れが持続となりや

すい。高市政権の安定化により、米トランプ政権からは日本の防衛予算増額の財

政圧力も一段と強まりそうだ。 

その他、円安要因としては、高市政権の継続による日中関係の悪化持続と、中

国からの訪日観光客減や日本からの中国向け輸出の制約、日米合意を含めた日本

企業による対米国直接投資の増加余地、日銀の利上げ継続の一方での海外中銀の

利下げ終盤入り・利下げ終了・利上げ開始、国内での人手不足・低採算の生産設

備縮減・海外生産増の持続等による各種製商品の輸入依存の増大などがある。そ

の他の注目ポイントは以下の通り。 

＜米10年債は22週平均等が上向き、ドル下支え＞ 

為替相場のドル/円に影響を及ぼすのが、米国債市場での10年債金利の動向

だ。米10年債は昨年5月後半からの金利低下基調を経て、11月後半からは低下一

服と小幅な上昇になっている（米債価格は上昇一服）。週足テクニカルでは、13

週や22週などの移動平均に対しての上抜けと各ラインの上向き化が見られてい

る。 

このまま上抜けや上向きが定着してくると、米10年債金利は緩やかな下限切り

上がりの軌道が定着していく。ドル/円もドル安余地の狭まりや、中長期スパン

でのドルの下限切り上がりが後押しされる。 

＜ドル/円の週足、下値抵抗線の上抜け回復焦点＞ 

為替相場のドル/円は週足テクニカルで、昨夏以降の下値抵抗線の上抜け回復

と、各ラインなどを下値メドとしたドルの下限切り上がりが焦点になっている。

ブルームバーグのレートによると、前週末2月6日時点の数値では、6週移動平均

線156.80円、13週線156.41円、週足・一目均衡表の転換線155.77円、20週線

154.63円などとなっている。 

＜クロス円、節目の上抜けと上向き持続を見極め＞ 

為替相場ではドル/円とクロス円（円の対非ドル通貨）取引で、上下動を経な

がらも中期スパンで外貨が下限を切り上げている（円高圧力の漸減）。週足テク

ニカルでは、重要節目ラインの上抜け維持や、トレンドの方向性を示す節目ライ

ンの上向き化の継続を見極める展開が続いている。 

クロス円取引では、ユーロ/円やポンド/円、スイス・フラン/円、カナダ・ド

ル/円、豪ドル/円、NZドル/円、南アフリカ・ランド/円、ノルウェー・クロー
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ドル／円の日足；１４日移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

１４日平均を上抜けの局面では、バンド上限方向が短期的な上値メド

１４日平均方向が下値メド、１４日平均の下抜け局面ではバンド下限方向が下値メド

ドル／円 バンド上限＝159.19 14日平均＝155.64 バンド下限＝152.09

※↑

※１４日平均
焦点
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ネ/円、メキシコ・ペソ/円などで、4週・6週・9週・13週・20週の各移動平均線

などについて、上抜けや方向角度の上向き化の持続が焦点になっている。 

クロス円取引についてはドル/円と異なり、日本の当局による直接的な円安阻

止介入の影響は限られる点も、一段の外貨高・円安の余地残存につながる。 

＜雇用統計などの米国指標＞ 

 今週の米国では重要な経済指標が相次ぐ。10日の小売売上高については、年

末商戦や株高を受けた資産効果などが下支えの要因となりやすい。11日の雇用

統計と失業率については、前週の求人件数が悪化となり、人員削減の増加が示

されていた。一方で前月後半の米FRBによるFOMC声明では、過去3回の声明に盛

り込まれていた「雇用に対する下振れリスクの高まり」を示す文言が削除され

ている。雇用に関しては、関税不透明感の緩和や、AI設備導入等による大幅な

人員削減の一旦の一服、昨秋の政府機関閉鎖影響による人員削減の反動などが

プラスの要因となりやすい。 

 13日にはCPI（消費者物価指数）が予定されている。基本的には物価の下落基

調が想定され、前月後半の米FRBによるFOMC声明では、インフレ上昇への言及が

削除された。パウエルFRB議長も「インフレの上振れリスクは後退」、「関税に

よるモノへの影響は今年ピークを迎えた後、後退すると予想」などとインフレ

低下に自信を示していた。 

＜ECBのユーロ高反応＞ 

欧州市場では前週5日、ECBが理事会で政策金利の据え置きを決めた。対ドル

や対円などで進むユーロ高に関し、ラガルド総裁は「ユーロ高が、現在の見通

し以上にインフレを押し下げる恐れ」があることを認めた。一方でインフレ見

通しに対するリスクはほぼ均衡しており、「ユーロのドルに対する現在のレン

ジは、これまでの平均的な水準にほぼ一致する」と発言。まだ本格的にユーロ

高を懸念したり、牽制する段階には至っていない。 

前週にはその他のECB幹部からも、「ユーロは対ドル相場で、まだ歴史的な取

引レンジの範囲内」といった静観発言があった。現在は米トランプ政権の自国

重視主義やドル離れなどが問題になるなか、「一定のユーロ高とユーロの地位

向上」には前向きなムードも見られている。 
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ユーロ／円とポンド／円の日足；７０日移動平均を中央値のボリンジャーバンド

７０日平均を上抜けの局面では、バンド上限方向が短期的な上値メド

７０日平均方向が下値メド、７０日平均の下抜け局面ではバンド下限方向が下値メド

ユーロ／円（左軸） バンド上限＝186.86 70日平均＝182.36

バンド下限＝177.86 ポンド／円（右軸） バンド上限＝216.13

70日平均＝208.85 バンド下限＝201.56

※７０日平均
焦点
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